
10 創エネ時報　　180号／ 2019年４月１日号

特別寄稿

　ハワイ州は米国の中でも脱炭素に最も注力する

州といえる。同州の 2018 年法 2182 号は、2045 年

には電力などのほかすべてのエネルギーをカーボ

ン・ニュートラルにすることを宣言した。

　同州の中では地熱などの自然エネルギーが特に豊

富なハワイ島が先行し、州内人口のほとんど（88％、

約120万人）を占めるオアフ島は脱炭素化にやや遅

れている。しかし、オアフ島でも17年通年の実績

で、電力の21％が再生可能エネ（半分以上が太陽光）

起源になった。わが国の2030年断面の電源ポート

フォリオでの再エネ率目標（22～ 24％）に照らすと、

10年以上先を行っていると言える。

大規模蓄電池付きでも廉価なことに驚き

　今年 2月末にオアフ島を訪れ、再生エネ利用を

増やす現場の知恵をうかがう機会を得た。東大の

先端科学技術研究センターの瀬川教授を中心とす

る官民プロジェクトの一環である。コーディネー

ターは、カリフォルニアを本拠とするコンサルタ

ント、クリーンエネルギー研究所の阪口幸雄氏で、

ハワイ事情にも深い知識があって、効率的な視察

となった。

　ハワイでは自然保護意識が高い一方、海面上昇、

ハリケーンなどに脆弱なことに加え、本土から遠

く離れた孤島で燃料の輸入代金が大変に嵩んでい

る。オアフ島の電力料金は一般家庭で 30 円 /kWh

程度と日本よりも高い。再生エネの利用拡大は、

輸入資源の地産資源による代替を通じた地域経済

活性化の観点からも、強く期待されるようになっ

た由であった。

　送配電と小売りを独占的に担うハワイ電力㈱は

石油焚き発電所を持っているが、同社に電力を卸

導入拡大の秘訣とは？ 余剰電力を積極活用

～日本の10年先行くハワイ電力の太陽光利用（上）

す独立系発電事業者ＩＰＰはどしどしと数十から

百超 MW 級の太陽光発電所を設け、あるいは計画

している。こうした発電会社との契約での卸単価

は、20年の長期で系統への流し込み抑制なしとの

好条件ではあるものの、8～ 10 セント /kWh 程度

と極めて廉価であることにまず驚いた。

　さらに驚いたのは、この卸契約がなんと午後 5

時以降 4時間の卸供給可能なことが義務付けられ

た電力購入契約（ＰＰＡ）になっていることであ

る。言い換えれば、夕刻、太陽光発電が急速に勢

いを失ってもなお 4時間分の供給継続ができる容

量の蓄電池を備えていないと、ハワイ電力へ電力

を卸せないということだ。大規模蓄電池付きにも

かかわらずこの廉価ということが驚きだった。
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初期費用約８割負担せずに済む勘定だが…

　実は、ハワイの太陽光発電はこのような強力な

調節能力を持った大規模発電所が主流になってい

るわけではまだない。日本で固定価格買取制度（Ｆ

ＩＴ）による事業規模発電が始まる以前のように、

個々の電力需要家による余剰電力の逆潮流が相当

のシェアを持っているのである。

　ハワイの太陽光奨励策はＦＩＴよりも買い上げ

価格は安いが、行って来い同額のネット・メーター

リング（余剰電力買取制度）を採用してきた。さ

らに、エネルギーサービスカンパニー（ESCO）の

ような形で初期投資を民間が担い、電力消費者は

これまでよりも安い電力料金で太陽光発電を享受

できる事業も盛んだった。特に太陽光パネルへの

支出が、連邦の所得税控除になるだけでなく、ハ

ワイの場合は、州税の控除にもなり、初期費用の

約 8割は負担しないで済む勘定になっている。何

もしないでいると高い電気代となる一方、太陽光

発電をすると、ほとんど初期投資負担不要という

手厚い優遇策のお陰で、ハワイの個人所有の太陽

光発電パネルは爆発的に増加した。オアフ島の場

合、17年で、年間発電量ベースで総電力の 9％を

個人の発電パネルが担っている。

　こうした中、系統の電圧や周波数が不安定に

なってきた。太陽光などの再生エネ起源電力割合

のピークは 17 年のオアフ島で 8月 17 日の 53％。

周波数を 60Hz の上下 0.3％の変動幅に保つなどは

全然できていないということだった。

　さらにブラックアウトの危険も差し迫ってい

る。夕刻などには、太陽光発電が急速に減少し、

火力発電所の焚き増しが追い付かず、さらに、か

ろうじて逆潮を続ける個人所有のパネルも、そこ

に設けられているパワコンが旧型である場合、系

統の電圧が下がると、自分を守るために自動的に

解列してしまう仕掛けになっている由であって、

ミリ秒といった短時間に系統の電圧低下がどんど

ん進む悪循環が起きるという。系統を守れないの

では電力の 100％再生エネ化は不可能である。次

回は、そのための、ハワイでの日本に先行する取

り組みを見てみよう。

☆カナダ環境・気候変動省、自然保護サミット開催へ

　カナダ環境・気候変動省は、2019年 4月 24～ 25日に

モントリオールで「ネイチャー・チャンピオン・サミット」

を開催すると発表した。貴重な資源である自然と野生生物

の保護を加速して取り組みを拡大するために、広く世界か

ら自然保護の推進者（チャンピオン）を招いて開催する。

　国連機関、各国政府の環境閣僚、先住民や企業のリー

ダーらが参加し、自然保護活動の障害とその克服方法、

先住民との連携・スチュワードシップ（管理）に関する

知恵、自然・海洋・気候変動の相互作用、「自然に基づ

く解決策」のための新たな資金動員などをテーマに、情

報共有や連携構築を図る。参加者らがその取組の約束を

発表する場にもなるという。

　野生生物種は世界各地で急速に減少しており、絶滅の

おそれがある種はカナダだけでも500種に上る。このため

カナダ政府は陸域・淡水域の17％、海域の10％以上を保

護する目標を設定し、18年の政府予算では自然保護のた

◆再生可能エネルギー　海外動向◆

め13億 5000万ドル（5年間）を計上している。さらにカ

ナダは2020年に中国の北京市で開催される生物多様性条

約締約国会議（COP15）の共同議長も務める。（3月14日発表）

☆独、気候配慮した冷媒に関するポータルサイトを開設

　ドイツ連邦環境庁は、オンラインポータルサイト「気

候にやさしい冷媒」の開設を発表した。同サイトは、スー

パーマーケットやホテル、レストラン、その他の施設に

おける冷凍・冷蔵設備や空調設備、ヒートポンプの使用

者や設計者を対象にしたもので、フロン冷媒の代替とな

る天然冷媒などの代替の利用を促進するために、助成金

や法的手続きの情報についてまとめている。

　また、冷媒技術の専門家データバンクも構築されてお

り、地域における専門家を見つけることを容易にするだ

けでなく、電話などによるアドバイスの提供も実施して

いく予定だ。（3月 13 日発表）　
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